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本報告書の一部または全部を問わず

無断引用、転載を禁ずる。



 

本調査研究は、アメリカの近年の医療保障制度に関する基礎データ、医療保障制度改革をめぐ

る最新情報を収集することを目的として実施した。

アメリカ及び日本の医療保障制度に精通した有識者による委員会を設立し、アメリカ医療保障

制度に関する研究やデータを収集・整理し、その成果を本報告書としてまとめた。

委員会の構成は以下のとおりである。

アアメメリリカカ医医療療保保障障制制度度にに関関すするる調調査査研研究究会会

座長 西村 周三 医療経済研究機構・特別相談役

委員 五反田 紘志 シーダーズサイナイ病院・助教授
第 章第 節

第 章第 、 節

委員 津川 友介 カリフォルニア大学ロサンゼルス校・准教授
第 章第 節

第 章第 、 節

委員 常森 裕介 東京経済大学現代法学部・准教授
第 章第 ～ 節

第 章第 節

委員 長谷川 千春 立命館大学産業社会学部・教授
第 章第 、 節

第 章第 節

委員 宮脇 敦士 東京大学大学院医学系研究科・特任講師 第 章第 節

委員 山岸 敬和 南山大学国際教養学部・教授
第 章第 節

第 章第 節

アドバイザー 阿部 幸生 ニューヨーク（厚生労働省） 第 章

麻那古 直大 在米国日本国大使館（厚生労働省） 第 章

青木 智乃紳 マサチューセッツ工科大学（厚生労働省） 第 章第 節
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第 章 アメリカ国内の最近の動き

 政治情勢
年 月の大統領選挙で民主党のバイデン候補が共和党のトランプ前大統領を破り、

年１月に第 代アメリカ合衆国大統領に就任した。バイデン大統領の支持率は、

社が継続的に行っている調査によれば、政権発足時の 割強から、 年

月のアフガニスタン撤退を機に低下し、不支持が上回った。 年 月には歴代最低水準の 割

近くまで低迷したが、その後、改善しているものの、不支持が支持率を上回る状況が続き、

年 月現在、支持率は 割程度で推移している。連邦議会については、上院は共和党（民主党

議席、共和党 議席）、下院が民主党（共和党 議席、民主党 議席）で支配政党が異なる、

いわゆる「ねじれ」が生じている。バイデン政権が推進する法案や予算が議会を通過することが

困難な情勢が続いている。

年の大統領選に向けた動きについては、民主党は、 年 月にバイデン大統領が再選

を目指して立候補した。成立したインフレ抑制法等の法案の成果や比較的良好な経済状況など政

権の実績をアピールし、米国の民主主義を脅かすトランプ前大統領を阻止すべきとして支持を訴

えているが、 歳を超える年齢、低支持率といった懸念点も指摘されている。

一方、共和党は、 年 月にトランプ元大統領が出馬を表明した。 年 月現在、共和

党内での高い支持率を背景に、予備選のアイオワ党員集会、ニューハンプシャー予備選、ネバダ

州党員集会等で勝利しており最有力候補だが、機密文書持ち出しに関する起訴、 年大統領選

の結果を覆す試みに関する起訴等が選挙戦に与える影響が懸念されている。

 経済情勢
米国の実質 は、個人消費や設備投資等の堅調な増加を背景に、 年第 四半期（ ～

月） ％と高い成長が続いている。一方、 年 月に消費者物価（ ）上昇率は、対前年同

月比 ％と、 年ぶりの高い水準となり、記録的なインフレーションが続いた。その後、イン

フレーションがピークアウトし、 年 月には、対前年同月比 ％まで鈍化しているが、依

然として ％を上回って推移している。

また、雇用は堅調に回復しており、失業率も ％と低水準で推移している。賃金の伸びが物

価の伸びを下回り、実質賃金が低下していたが、 年後半からはインフレーションの鈍化とと

もに、実質賃金が上昇に転じている。
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 医療政策情勢
（（ ））イインンフフレレ抑抑制制法法のの成成立立かからら現現在在ままででのの経経過過

年 月、バイデン大統領はインフレ抑制法（ ）に署名した。こ

の法律の柱は、気候変動対策、エネルギー安全保障強化、税制や医療制度の改革である。医療制

度改革の主な内容は、メディケアにおける医薬品の価格交渉や、インスリンの患者自己負担の緩

和等である。

バイデン大統領の主導で、インフレ抑制法は 年１月から施行され、同年 月には、発行一

周年を記念した声明が発表された。この声明では、メディケア加入者のインスリン注射について、

月額 ドルもかかっていた費用が月額 ドルを上限に設定されたこと、米国の無保険率が歴

史的な低水準に達し、約 万人が保険料を年間平均 ドルも節約できたこと等、インフレ

抑制法による医療費削減の効果が謳われた。世界のどの国よりも処方薬に高い金額を支払ってい

るアメリカ国民に向けて、バイデン政権が医療費削減という国民のビックイシューに取り組んで

いることを大々的にアピールした。

米国製薬業界にとって最も影響が大きいのが、インフレ抑制法が進めるメディケア薬価交渉プ

ログラム（ ）である。同プログラムでは、 年 月

に交渉対象として選定された 品目（メディケア・パート ）が公表。選定された医薬品の製薬

企業は、同年 月 日までに交渉プログラムに参加する契約を締結し、選定された医薬品に関

するデータを に提出する。このデータを基に は新価格（ ）を検討す

る。同年秋に、 は提出されたデータについて参加製薬企業と会合を開催する。その後、 は、

年 月 日までに新価格（ ）案を提示。製薬企業は 日以内に同案に

応じるか、反論するかを決める。合意に至らなかった場合、同年 月 日の交渉期間終了までに

と製薬企業との交渉会議を開催する（最大 回）。

こうした交渉を経て、 年 月１日、 は新価格（ ）を公表する。こ

の価格は 年より適用される。これ以降、 年はメディケア・パート から 品目、

年はメディケア・パート とパート から各 品目、 年からはメディケア・パート とパ

ート から各 品目を上限として対象が拡大される。

（（ ））違違憲憲訴訴訟訟のの動動きき

インフレ抑制法の成立を阻止しようとして動いてきた製薬企業は、同法の成立後、メディケア

薬価交渉プログラムの対象 品目が公表される前に、同プログラムが合衆国憲法違反であると

して を相次いで訴えた。違憲訴訟で中心となる争点は、憲法修正第 条（政府が正当な補償

なしに公共のために私有財産を取り上げることの禁止）である。特許を取得した医薬品は製薬企
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業の私有財産そのものであり、今回の薬価交渉によって、政府がそれを取り上げ、市場価格より

大幅に低い価格を強要していると主張している。

訴訟を提起した製薬各社は、米国内の異なる地域で訴訟を起こしている。これは、それぞれの

判決に矛盾する点があれば最高裁がこの問題に介入することになるためで、最高裁の判決に持ち

込むことを目指している。ちなみに、一部の訴訟では、同プログラムに参加する契約の締結期限

までに、法の施行を直ちに阻止するための仮処分を申し立てたが、棄却されている。

訴訟に対する政府のスタンスは極めて強気で、バイデン大統領は薬価交渉プログラムの対象

品目を公表する際、「はっきりさせておこう。ビッグファーマの懐を潤すためだけに、アメリカ人

が命を救う処方箋に、先進国のどこよりも高い支払いを強いられる理由はない。」と述べている。

（（ ））大大統統領領選選挙挙とと違違憲憲訴訴訟訟のの関関係係

製薬企業にとって、バイデン政権が進めるインフレ抑制法の薬価交渉プログラムを一時的に停

止させるためには、全国的な差し止め命令が一つでも出ればよいが、そのような命令が出る可能

性は低い。 が新価格（ ）を公表する時期は 年 月であり、大統領選

挙の真っ只中なので、原告側が今年の夏までにプログラムの中止を強く主張することが予想され

る。

一方、政権に不利な判決が出た場合、バイデン大統領にとっては政治的に有利になるという見

方もある。医療費削減は有権者にとって非常に関心の高いトピックであるため、仮に大統領選挙

の途中段階で悪い結果が出たとしても、バイデン大統領が話題にしたいことに国民の焦点を集め

ることができるからである。

いずれにせよ、今回の違憲訴訟は最高裁まで控訴される可能性があり、米国の弁護士の間でも

判決に対する意見が分かれているため、引き続き動向を注視する必要がある。
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年 齢 人 数 死亡率 
45-54歳   

全死因 191,142 473.5  
悪性新生物 34,589 85.7  
心臓病 34,169 84.6  
事故（意図しない負傷） 27,819 68.9  
コロナウイルス感染症2019（ウイルスが同定されたもの） 16,964 42.0  
慢性肝疾患及び肝硬変 9,503 23.5  
糖尿病 7,546 18.7  
故意の自傷（自殺） 7,249 18.0  
脳血管疾患 5,686 14.1  
慢性下気道疾患 3,538 8.8  
暴行（殺人） 2,542 6.3  
   

55-64歳   
全死因 440,549 1,038.9  

悪性新生物 110,243 260.0  
心臓病 88,551 208.8  
コロナウイルス感染症2019（ウイルスが同定されたもの） 42,090 99.3  
事故（意図しない負傷） 28,915 68.2  
慢性下気道疾患 18,816 44.4  
糖尿病 18,002 42.5  
慢性肝疾患及び肝硬変 16,151 38.1  
脳血管疾患 14,153 33.4  
故意の自傷（自殺） 7,160 16.9  
インフルエンザ及び肺炎 6,295 14.8  
   

65歳以上   
全死因 2,509,396 4,508.5  

心臓病 556,665 1,000.1  
悪性新生物 440,753 791.9  
コロナウイルス感染症2019（ウイルスが同定されたもの） 282,836 508.2  
脳血管疾患 137,392 246.8  
アルツハイマー病 132,741 238.5  
慢性下気道疾患 128,712 231.2  
糖尿病 72,194 129.7  
事故（意図しない負傷） 62,796 112.8  
腎炎、ネフローゼ症候群、ネフローゼ 42,675 76.7  
インフルエンザ及び肺炎 42,511 76.4  
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2-6）州・地方政府に対する補助金支出総額－主要な機関・制度

（単位：百万ドル）

主要制度 1990 2000 2010 2015 2020 2021 2022
2023
予測

2024
予測

補助金支出総額 135,325 285,874 608,390 624,357 829,093 1,245,280 1,193,343 1,118,906 1,093,049

エネルギー 461 433 2,656 577 824 841 601 609 741

天然資源及び環境 3,745 4,595 9,132 7,043 7,211 6,715 7,593 18,894 35,980

環境保護庁 1) 2,874 3,490 6,883 4,570 4,351 4,037 4,609 13,915 30,673

農業 1,118 724 843 707 804 909 791 954 1,153

交通 19,174 32,222 60,981 60,835 69,309 86,603 93,914 92,164 101,024

空港に対する助成金1) 1,220 1,624 3,156 2,988 3,289 8,663 5,627 4,565 3,544

連邦政府の補助による幹線道路2) 13,854 24,711 30,385 41,205 46,327 43,252 43,742 51,239 53,409

都市部の大量輸送 2) 879 1,200 7,363 8,869 9,909 7,941 7,183 8,847 9,774

都市部の大量輸送 2,849 4,062 5,576 2,915 3,129 16,279 26,849 11,345 10,045

地域及び地方開発 4,965 8,665 18,908 14,357 52,499 52,287 43,195 57,819 58,611

農村地域発展計画 139 479 - - - - - - -

国土安全保障 1,184 2,439 8,483 5,924 45,613 43,624 33,600 40,329 37,551

国家及び地域プログラム - - 3,337 2,918 273 62 22 - -

消防士支援助成金 - - - - - - - - -

運営・支援（FEMA） 11 192 - - - - - - -

災害被害事前軽減助成金 - 13 - - - - - - -

災害救助 1,173 2,234 5,141 2,919 43,317 41,334 31,181 37,182 33,838

地域社会開発基金 2,818 4,955 7,043 6,548 5,235 6,759 7,515 13,034 15,592

教育､研修､雇用及び社会サービス 21,780 36,672 97,586 60,527 67,890 89,905 95,807 89,964 92,849

恵まれない人々のための教育 4,437 8,511 19,515 15,199 15,810 16,084 16,616 20,044 19,706

学校改善プログラム 1,080 2,394 5,184 4,138 4,591 4,622 5,043 6,946 6,464

特殊教育 1,485 4,696 17,075 12,077 12,741 12,533 5,387 11,195 11,772

社会サービス包括助成金 2,749 1,827 2,035 1,832 1,727 1,655 1,492 1,473 1,587

子ども及び家族サービス・

プログラム
2,618 5,843 10,473 9,608 11,892 13,021 13,687 15,404 16,098

訓練及び雇用サービス 3,042 2,957 4,592 2,639 2,782 2,882 3,003 4,063 3,255

保健 43,890 124,843 290,168 368,026 493,400 571,967 647,869 654,937 606,064

薬物乱用・精神保健対応策 3) 1,241 1,931 2,846 2,671 4,322 4,892 6,277 7,144 9,952

州に対するメディケイド補助金 3) 41,103 117,921 272,771 349,762 458,468 520,588 591,949 607,682 558,108

州児童健康保険基金3) - 1,220 7,887 9,233 16,880 16,093 16,670 17,702 17,863

所得保障 36,935 68,653 115,156 101,082 118,222 177,820 179,251 171,778 166,720

SNAP（旧フード・スタンプ・

プログラム）3)
2,130 3,508 5,739 5,100 8,006 12,268 10,717 10,848 10,868

児童栄養プログラム 3) 4,871 9,060 16,259 20,999 22,709 25,744 37,104 33,650 31,700

貧困家庭一時扶助 3) - 15,464 17,513 15,940 16,551 15,380 15,286 15,596 15,890

退役軍人給付及びサービス 3) 134 434 836 1,821 2,979 2,896 2,480 3,317 2,928

司法管理 574 5,263 5,086 3,664 9,368 5,467 5,772 12,016 8,782

-：ゼロを示す。FEMA: Federal Emergency Management Agency。

※註：1) 助成金には信託資金が含まれる。

2) 信託資金。

3) 個人支給向けの補助金を含む。

出典： The White House, Historical Tables. Table 12.3, Total Outlays for Grants to State and Local Governments by Function,
Agency, and Program: 1940 - 2024.
アクセス日：2024年2月27日。

https://www.whitehouse.gov/omb/budget/historical-tables/
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（単位：百万ドル） 

州 1) 
給付金 
への 

総支出 

出来高払い 
マネジド

ケア 
及び 

保険料 
補助 

メディ 
ケアの 
保険料 
及び 
共同 
保険 

徴収 
病院 医師 歯科 その他 

開業医 

診療所
及び 
保健 

センター 

その他 
緊急 薬剤 

医療 
機関の
LTSS 

在宅及び 
地域ベー
スのLTSS 

ミズーリ 13,013 2,847 12 4 14 458 872 585 1,455 2,788 3,595 463 -79 
モンタナ 2,344 938 158 61 84 85 299 135 188 303 53 63 -23 
ネブラスカ 3) 3,296 39 2 0 0 0 56 -0 534 642 2,014 59 -50 
ネバダ 5,053 637 161 76 39 76 412 137 387 396 2,512 254 -35 
ニューハンプシャー 3) 2,461 248 4 22 1 4 164 -90 433 494 1,135 55 -9 
ニュージャージー 20,873 1,285 54 0 18 518 1,178 7 1,372 2,376 13,759 587 -281 
ニューメキシコ 8,258 503 22 8 51 6 120 2 40 706 6,606 209 -15 
ニューヨーク 3) 80,518 8,752 277 14 155 1,189 4,262 -3,578 8,605 9,947 51,134 2,487 -2,727 
ノースカロライナ 18,404 2,388 325 350 55 160 1,076 212 2,111 1,131 10,104 670 -179 
ノースダコタ 1,524 164 40 15 22 17 64 49 423 283 433 23 -9 
オハイオ 30,025 924 155 29 15 166 824 135 2,656 4,676 19,843 834 -232 
オクラホマ 7,523 2,817 730 175 46 703 601 1,107 970 763 108 236 -731 
オレゴン 13,083 414 23 5 19 407 486 90 585 2,981 7,797 341 -65 
ペンシルベニア 41,178 1,884 33 6 1 62 509 12 1,362 3,924 32,617 976 -209 
ロードアイランド 3,393 366 10 4 0 18 245 2 295 417 1,963 88 -15 
サウスカロライナ 7,544 1,234 129 139 16 85 422 143 971 928 3,440 332 -294 
サウスダコタ 1,246 309 68 24 7 65 100 87 231 317 1 47 -11 
テネシー 11,265 612 30 152 0 99 348 542 268 754 7,984 567 -90 
テキサス 54,942 8,384 122 12 2,305 24 2,474 448 1,693 2,933 37,585 1,725 -2,762 
ユタ 4,211 477 129 24 14 22 363 113 478 506 2,051 71 -36 
バーモント 3) 1,884 100 15 7 13 9 1,360 -91 149 303 – 19 -1 
バージニア 3) 17,824 3,044 241 279 6 90 366 -18 383 2,892 10,946 432 -838 
ワシントン  17,141 877 92 191 10 1,068 914 620 1,097 4,279 12,369 565 -4,941 
ウェストバージニア 5,184 216 27 5 30 14 354 293 929 713 2,439 203 -40 
ウィスコンシン 11,429 804 31 101 34 368 1,050 616 777 1,348 5,958 431 -89 
ワイオミング 668 142 70 12 2 49 30 42 139 166 2 23 -9 
小小計計（（州州）） 787,191 84,336 8,639 5,160 4,115 14,602 46,085 12,382 57,205 100,961 444,305 26,275 -16,876 
米領サモア 68 38 1 – – 7 21 0 – 0 – 2 – 
グアム島 167 83 18 3 0 2 37 22 1 1 – 2 – 
北マリアナ諸島 73 46 – 5 – 10 7 4 – 1 – 1 – 
プエルトリコ 5,098 – – – – 60 31 323 – – 4,678 – 6 
バージン諸島 137 41 10 15 4 14 12 33 0 2 – 1 6 
合合計計（（州州及及びび領領土土）） 792,734 84,544 8,668 5,183 4,119 14,694 46,193 12,764 57,206 100,964 448,983 26,281 -16,865 
徴収を除いた合計の

パーセンテージ 
— 10.4% 1.1% 0.6% 0.5% 1.8% 5.7% 1.6% 7.1% 12.5% 55.5% 3.2% — 

カテゴリーに関する追加詳細説明： 
・ 病院には、入院病院、外来病院、中核病院、救急病院サービスのほか、関連する不均衡負担病院（DSH）への支払金も含まれる。 
・ 医師には、内科医と外科業務が含まれる。 
・ 診療所及び保健センターには、病院以外の外来診療所、地方の診療所、連邦認定保健センター (FQHC)、自立型助産所が含まれる。 
・ その他緊急には以下が含まれる：研究所または X 線、避妊手術、中絶、早期及び定期的なスクリーニング・診断・治療 (EPSDT) 

スクリーニング、不法滞在外国人に対する救急サービス、 非救急輸送、 理学・作業・言語・聴覚療法、補綴・義歯・眼鏡、米
国予防サービス特別委員会 (USPSTF) のグレード A または B の予防サービス及び予防接種実施に関する諮問委員会 (ACIP) 
のワクチン、その他の診断スクリーニング及び予防サービス、学校におけるサービス、慢性疾患を有するヘルスホーム、妊婦の
禁煙、個人専従看護、症例管理（プライマリケア症例管理を除く）、リハビリテーションサービス、ホスピス、薬物使用障害保健
施設、オピオイド使用障害（OUD）薬物療法支援（MAT）サービス。 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）ワクチン及び投
与、他に分類されていないその他のケア。 

・ 薬剤（OUC MATを含む）はリベート抜きの金額である。 
・ 医療機関のLTSSには、看護施設、知的障害者用中間ケア施設、及び精神保健施設が含まれる。 
・ 在宅及び地域ベースのLTSSには、在宅医療、免除及び州制度サービス、身体ケア、認定地域行動保健クリニックが含まれる。 
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